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アクションプラン
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項目

自主防災組織活動支援事業 継続 — R7 自主防災組織数 31団体 Ｒ2 維持 Ｒ7

赤磐市受援計画策定事業 新規 R3 R3 赤磐市受援計画策定 未策定 Ｒ2 策定 Ｒ３

消防車両整備事業 新規 — R7 消防車両の維持更新 — Ｒ2 維持更新 R7

消防団運営事業 継続 — R7 消防団員充足率 89% Ｒ2 維持 Ｒ7 消 防 総 務 課

違反対象物の把握及び是正 継続 R2 R7 指摘がある対象物 23件 Ｒ2 0件 R7

消火栓設置事業 継続 — R7 消火栓整備数 0基 Ｒ3 8基 Ｒ7

防災知識の普及・啓発 継続 — R7 防災講座回数 35回 Ｒ1 35回 R7 く ら し 安 全 課

タイムラインの考え方を取り入れた防災業務 新規 R3 R7 タイムラインの導入 未実施 Ｒ2 実施 R7 く ら し 安 全 課

物資備蓄の推進 継続 — R7
南海トラフ地震想定目標備
蓄量

未達成 Ｒ2 達成 R7 く ら し 安 全 課

緊急防災減災事業債 新規 R3 R3 物資備蓄拠点の整備 — Ｒ2 整備 Ｒ３ く ら し 安 全 課

県防災ヘリ・岡山市消防局ヘリコプターの活用 継続 — R7
県防災ヘリ・岡山市消防局
ヘリの連携訓練

実施 Ｒ2 実施 R7 警 防 課

緊急防災減災事業債 継続 R2 R7 ＭＣＡ無線機配備台数 20台 Ｒ2 20台 R7 く ら し 安 全 課

消防庁舎維持管理事業 継続 — R7 点検回数 2回／年 Ｒ2 2回／年 R7 消 防 総 務 課

指定緊急避難所、指定避難所見直し 継続 — R7 指定避難所等の見直し — Ｒ2 見直し R7 く ら し 安 全 課

継続 R4 R6 耐震補強工事 未実施 Ｒ2 完了 Ｒ6 管 財 課

Is値 0.21 Ｒ2 0.68以上 Ｒ6 管 財 課

非常用発電機見直し — Ｒ2 見直し Ｒ6 管 財 課

施策・事業名

本庁舎等整備改修事業

施策・事業期間

R6R4新規

区分 担当課

予 防 課
警 防 課

く ら し 安 全 課
警 防 課

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

重要業績指標（ＫＰＩ）

⾏政機能／消防等／防災教育等／情報通信１
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項目

ホームページによる情報提供 継続 — R7
緊急用ページへの切替及び
ページの代替更新

機能維持 Ｒ2 機能維持 R7 秘 書 広 報 課

赤磐市業務継続計画見直し 継続 — R7 赤磐市業務継続計画見直し — Ｒ2 見直し R7 く ら し 安 全 課

防災行政無線更新 新規 R4 R6 防災行政無線の更新 — Ｒ2
更新

（庁舎改修時） Ｒ6 く ら し 安 全 課

高機能消防指令センターシステム整備業務 新規 R3 R3
設備更新等による耐災害性
の強化

未実施 Ｒ2 実施 Ｒ３ 通 信 指 令 室

民放ラジオ難聴解消支援事業 継続 H30 R7 く ら し 安 全 課

地上基幹放送ネットワーク整備事業 継続 H30 R7 く ら し 安 全 課

住民への情報伝達の多様化 継続 R2 R7 防災アプリの活用 実施 Ｒ2 実施 R7 く ら し 安 全 課

年間指導計画の見直し 継続 R1 R5
全学校園で、防災教育の見
直し

— Ｒ1 見直し Ｒ5 学 校 教 育 課

項目

赤磐市木造住宅耐震化促進事業

木造住宅耐震診断支援事業

木造住宅耐震改修支援事業

住まいの安全・安心なリフォーム支援事業

耐震シェルター設置支援事業

住宅の住替支援事業

区分 施策・事業期間

R7 住宅の耐震化率 75% 95% 建 設 課

施策・事業名

実施実施緊急告知ラジオ貸与

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

Ｒ7Ｒ2

Ｒ３Ｒ2

施策・事業名 区分 施策・事業期間

担当課

重要業績指標（ＫＰＩ）

担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

重要業績指標（ＫＰＩ）

R2継 続

住宅・都市２
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項目

市有学校施設の非構造部材
の耐震化率（校舎）

11.7% Ｒ1 100% Ｒ4

屋内運動場耐震化率 35.2% Ｒ1 100% Ｒ4

防火管理者選任 77% Ｒ2 100% Ｒ7

消防計画の見直し 64% Ｒ2 100% Ｒ7

赤磐市公共下水道事業 継 続 R1 R4 可搬式ポンプ整備台数 4台 Ｒ2 12台 Ｒ4 上 下 水 道 課

赤磐市立地適正化計画策定事業 継 続 — R4 計画策定率 未策定 Ｒ2 策定 Ｒ4 地 域 整 備 推 進 室

赤磐市における水道施設の強靭化推進 継 続 H30 R4 管路耐震適合率 4.7% Ｒ2 4.9% Ｒ4 上 下 水 道 課

赤磐市複合型介護福祉施設整備事業 継 続 H30 R7 設備点検 実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 社 会 福 祉 課

市立診療所の非常用発電機の設置 新 規 Ｒ3 R7
市立診療所の非常用発電機
の設置

0% Ｒ2 100% Ｒ7 健 康 増 進 課

赤磐市下水道事業業務継続計画 継 続 H29 R7
赤磐市下水道事業業務継続
計画の見直し

— Ｒ2 見直し Ｒ7 上 下 水 道 課

項目

地域密着型サービスを提供する施設等の耐震化 継続 — Ｒ7
地域密着型サービスを提供
する施設等の耐震化率

100% Ｒ2 100% Ｒ7 介 護 保 険 課

特定防火対象物（大規模施設）の防火管理体制の強化

施策・事業名

継 続

R4H27継 続

R7R2

施策・事業名

公立学校施設の耐震化 教 育 総 務 課

予 防 課

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

重要業績指標（ＫＰＩ）

区分 施策・事業期間

区分 施策・事業期間

重要業績指標（ＫＰＩ）

担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

担当課

保健医療・福祉３
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項目

合併特例債(公立こども園） 完了 R2 R3
公立保育園、児童福祉施設
等耐震化率

60% Ｒ2 100% Ｒ7

保育所等整備交付金 継続 R2 R3

認定こども園施設整備交付金　（私立保育園） 継続 R2 R3

社会福祉施設等施設整備費補助金 継続 R2 R3

次世代育成支援対策施設整備交付金 継続 R2 R3

スプリンクラー及び非常用自家発電設備整備事業 継続 — Ｒ7
地域密着型サービスを提供
する施設等の耐震化及びス
プリンクラー設置率

100% Ｒ2 100% Ｒ7 介 護 保 険 課

社会福祉施設等施設整備費補助金 新規 R3 Ｒ7

次世代育成支援対策施設整備交付金 新規 R3 Ｒ7

保育所等整備交付金 新規 R3 Ｒ7

認定こども園施設整備交付金 新規 R3 Ｒ7

個別避難支援計画作成 新規 R3 Ｒ7 個別避難支援計画数 0件 Ｒ2 300件 Ｒ7 く ら し 安 全 課

避難訓練の実施 新規 R3 Ｒ7
洪水・暴風に対する非難・
誘導の指導計画、指導案作
成

未策定 Ｒ2 策定 Ｒ7 学 校 教 育 課

避難所開設・運営マニュアル作成 継続 — Ｒ7 避難所開設・運営訓練 実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 く ら し 安 全 課

学校施設トイレ洋式化 継続 H30 R3 学校施設トイレの洋式化
小学校0
中学校2

Ｒ2
小学校12
中学校6

Ｒ3 教 育 総 務 課

Ｒ2 100%100%
私立保育園、こども園施設
等耐震化率

子 育 て 支 援 課Ｒ7Ｒ2 100%0%
保育園施設等のスプリンク
ラー設置率

Ｒ7

子 育 て 支 援 課

施策・事業名 区分 施策・事業期間

重要業績指標（ＫＰＩ）

担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）
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項目

山陽ふれあい公園等トイレ洋式化 新規 R3 R6
山陽ふれあい公園等トイレ
様式化

30% Ｒ2 100% Ｒ6 スポーツ振興課

項目

— Ｒ4 ため池点検数 0池 Ｒ2 20池 Ｒ4

— Ｒ4 ため池ハザードマップ作成 27池 Ｒ2 343池 Ｒ3

— Ｒ4 水位計設置 0池 Ｒ2 12池 Ｒ2

— Ｒ4 廃止ため池数 0池 Ｒ3 2池 Ｒ4

項目

— — — — — — — — — —

区分 施策・事業期間

継続

農業水路等長寿命化・防災減災事業

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

重要業績指標（ＫＰＩ）

施策・事業期間区分施策・事業名

農村地域防災減災事業

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

施策・事業名

担当課

担当課

施策・事業名 区分 施策・事業期間

重要業績指標（ＫＰＩ）

担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

建 設 課

重要業績指標（ＫＰＩ）

継続

産業４

交通・物流５
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項目

新規就農者確保 継続 — Ｒ６ 新規就農者数 67人 H30 107人 Ｒ６ 農 林 課

農村地域防災減災事業 継続 Ｒ3 Ｒ7 点検数
橋梁4

トンネル1
Ｒ3

橋梁4
トンネル1

Ｒ7 建 設 課

項目

調査の計画策定 未策定 Ｒ3 策定 Ｒ5

対策工事進捗率 0% Ｒ6 100% Ｒ7

項目

— — — — — — — — — —

施策・事業期間区分施策・事業名 担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

建 設 課

担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

重要業績指標（ＫＰＩ）

重要業績指標（ＫＰＩ）

施策・事業名

宅地耐震化推進事業

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

施策・事業名 区分 施策・事業期間

重要業績指標（ＫＰＩ）

区分 施策・事業期間

R7R3新規

担当課

農林６

国⼟保全・⼟地利⽤７

環境８
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項目

空き家対策総合支援事業 新規 — Ｒ3 空家件数 12,112軒 H28 12,000軒 Ｒ3 建 設 課

空き家対策総合支援事業
赤磐市空家等除却事業

継続 H30 R4
老朽度・危険度の高い空家
件数

55軒 H28 40軒 Ｒ4 建 設 課

要配慮者利用施設避難確保計画策定支援 継続 — Ｒ3 計画策定 16施設 Ｒ2 39施設 Ｒ3 く ら し 安 全 課

自主防災組織活動支援事業 継続 R3 Ｒ7 自主防災組織数 31団体 Ｒ2 維持 Ｒ7 く ら し 安 全 課

引き渡し訓練 継続 — Ｒ7
全校園で毎年引き渡し訓練
の実施

実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 学 校 教 育 課

ハザードマップ作成、見直し 継続 — Ｒ7
ハザードマップ作成、見直
し

— Ｒ2 見直し Ｒ7 く ら し 安 全 課

項目

消防機関等の連携訓練　 継続 — Ｒ7 消防機関等の連携訓練 未実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 警 防 課

自主防災組織活動支援事業 継続 R3 Ｒ7 自主防災組織数 31団体 Ｒ2 維持 Ｒ7 く ら し 安 全 課

項目

支援物資物流体制の推進 継続 — Ｒ7 合同訓練を行う事業所数 1事業所 Ｈ30 5事業所 Ｒ7 く ら し 安 全 課

現状
（基準年度）

施策・事業名 担当課

施策・事業名

施策・事業期間施策・事業名

担当課

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

区分

施策・事業期間

区分 施策・事業期間

区分

重要業績指標（ＫＰＩ）

担当課目標
（達成年度）

重要業績指標（ＫＰＩ）

重要業績指標（ＫＰＩ）

リスクコミュニケーションＡ

⼈材育成Ｂ

官⺠連携Ｃ
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項目

燃料供給体制の推進 継続 — Ｒ7
岡山県石油商業組合赤磐支
部との連携訓練

未実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 く ら し 安 全 課

緊急用ＬＰガス調達に係る連携の強化 継続 R3 Ｒ7
県ＬＰガス協会赤磐支部と
の連携訓練

未実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 く ら し 安 全 課

徒歩帰宅者の支援 継続 R3 Ｒ7 支援拠点 ０か所 Ｒ2 2か所 Ｒ7 く ら し 安 全 課

支援協定締結団体との連携強化 継続 — Ｒ7
赤磐市建設業協会と赤磐管
工事組合との連携訓練

未実施 Ｒ2 実施 Ｒ7 く ら し 安 全 課

項目

計画策定
事業の実施

未策定 Ｒ2 策定 Ｒ3

計画のフォーローアップ・
見直し

— Ｒ2 実施 Ｒ7

公共施設の更新（建替え）、改修、統合、廃止 継続 H27 50年間
公共建築物保有量削減
（123,000㎡）

245,405㎡ Ｈ25 218,000㎡ Ｒ7 管 財 課

治山事業 継続 — Ｒ7 事業箇所数 0か所 Ｒ2 2か所 Ｒ7 建 設 課

農村地域防災減災事業 継続 — Ｒ7

農業水路等長寿命化・防災減災事業 継続 — Ｒ7

区分 施策・事業期間

R12R3継続

施策・事業名

教 育 総 務 課学校施設の長寿命化事業

建 設 課Ｒ73か所

重要業績指標（ＫＰＩ）

Ｒ20か所施設の補修、更新数

目標
（達成年度）

担当課現状
（基準年度）

施策・事業名 区分 施策・事業期間

重要業績指標（ＫＰＩ）

担当課現状
（基準年度）

目標
（達成年度）

⽼朽化対策Ｄ
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